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提出書類及び作成要領 

 

１ 提出書類 

 

（１）入札参加表明・入札参加資格等要件審査申請時の提出書類 

入札参加表明書等は、1部提出すること。 

（イ） 入札参加表明書【様式 2-1】 

（ロ） 指名停止等に関する申出書【様式 2-2】 

（ハ）委任状【様式 3】 

（ニ）入札参加資格等要件審査申請書【様式 4】 

（ホ）グループ構成員表【様式 5-1】 

（ヘ）誓約書【様式 5-2】 

（ト）競争参加資格に係る等級決定通知書の写し 

（チ）建設業法に基づく建設業許可を取得している全ての構成員の経営規模等評価結果通知書の写し

（最新のもの） 

（リ）事業実施体制【様式 6】 

（ヌ）設計実績【様式 7】 

（ル）建設工事の施工実績【様式 8】 

（ヲ）工事監理実績【様式 9】 

（ワ）維持管理業務実績【様式 10】 

（カ）企業単体及び連結決算の貸借対照表及び損益計算書（入札参加グループが特別目的会社を設立

しない提案を行う場合に提出） 

 

（２）入札辞退時の提出書類 

入札辞退届【様式 11】 

 

（３）入札時の提出書類 

入札時に提出する入札提出書類及び提出部数は、以下のとおりである。 

 

イ 入札提出書類の提出届【様式 12】 ＜1部＞ 

委任状【様式 13】 ＜1部＞  

 

ロ 入札書【様式 14】 ＜1 部＞ 

 

ハ 要求水準書に関する確認書【様式 15】 ＜1部＞ 

 

ニ 事業計画に係る提案書 ＜16部･(ニ)及び(ホ)は 1部＞ 

（イ）事業計画提案書表紙【様式 16】 

（ロ）事業スケジュール【様式 17】 

（ハ）資金調達方法【様式 18】 

（ニ）長期収支計画【様式 19】 
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（ホ）算出根拠（長期収支計画）【様式 20】 

（へ）資金調達計画に関する提案【様式 21】 

（ト）リスクへの対応に関する提案【様式 22】 

 

ホ 施設整備計画に係る提案書 ＜16部＞ 

（イ）施設整備計画提案書表紙【様式 23】 

（ロ）施設計画等に関する提案【様式 24】 

（ハ）配置計画、周辺環境への配慮に関する提案【様式 25】 

（ニ）住戸計画に関する提案【様式 26】 

（ホ）住棟、附帯施設等の共用部の計画に関する提案【様式 27】 

（へ）環境負荷低減に関する提案【様式 28】 

（ト）経済性に関する提案【様式 29】 

（チ）施工計画に関する提案【様式 30】 

 

ヘ 施設整備計画に係る提案書（図面集） ＜16部＞ 

（イ）施設整備計画提案書（図面集）表紙【様式 31】 

（ロ）計画概要【様式 32】 

（ハ）配置計画（１／５００程度）【様式 33】 

（ニ）鳥瞰図【様式 34】 

（ホ）平面図（１／３００～１／５００程度）【様式 35】 

（ヘ）立面図（１／３００～１／５００程度）【様式 36】 

（ト）断面図（１／３００～１／５００程度）【様式 37】 

（チ）各住戸平面図（１／１００）【様式 38】 

（リ）外構・緑化計画（１／５００程度）【様式 39】 

（ヌ）面積表【様式 40】 

（ル）仕上表【様式 41】 

（ヲ）日影図【様式 42】 

 

ト 維持管理計画に係る提案書 ＜16部＞ 

（イ）維持管理計画提案書表紙【様式 43】 

（ロ）維持管理業務提案の妥当性【様式 44】 

（ハ）保守点検業務提案の妥当性【様式 45】 

 

チ 附帯的事業に係る提案書 ＜16 部＞ 

（イ）附帯的事業提案書表紙【様式 46】 

（ロ）附帯的事業に係る長期収支計画【様式 47】 

（ハ）算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画）【様式 48】 

（ニ）事業内容に関する提案【様式 49】 

（ホ）事業計画に関する提案【様式 50】 

 

リ ワーク・ライフ・バランス等、賃上げの推進に関する事項＜16部＞ 
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（イ）ワーク・ライフ・バランス等の推進に係る認定状況【様式 51】 

（ロ）従業員への賃金引上げ計画の表明書【様式 52】 

 

ヌ 有価証券報告書等 ＜1部＞ 

・入札参加グループの構成員は、会社概要を提出すること（パンフレット等の使用も可能）。 

・入札参加グループの構成員は、直近３期分の有価証券報告書の写し（有価証券報告書を作成して

いない場合は計算書類等でも可）を提出すること。 
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２ 作成要領 

 

（１）入札参加表明・入札参加資格等要件審査申請時の提出書類 

設計実績、建設工事の施工実績、工事監理実績、維持管理業務実績は、次に従い作成すること。 

・本件入札説明書「４．（１）－ハ．－（ロ）Ｂ．、（ハ）Ｄ．、（ニ）Ｂ．、（ホ）Ｂ．」に掲げる資格

があることを判断できる実績（民間工事に係るものでも可。また、維持管理業務実績としては、マ

ンション、社宅、独身寮等の実績で可。）は、様式 7～様式 10に記載すること。 

・上記実績として記載した業務の内容が確認できる契約書、設計図書、工事施工図書、維持管理業

務仕様書等の写しを添付すること。 

 

（２）入札時の提出書類 

イ 一般的事項 

・入札提出書類については、各書類の右下所定の欄に、国より送付された入札参加資格等要件確認

通知書に記載の登録受付番号を記載し、社名やグループ名等の提出者を特定できるような表示は付

さない（入札提出書類の提出届（様式 12）、委任状（様式 13）、入札書（様式 14）及び要求水準書に

関する確認書（様式 15）を除く）。 

・なお、入札書（様式 14）及び長期収支計画（様式 19）並びに算出根拠（長期収支計画）（様式 20）

は、任意の封筒に入れ封印し、代表企業が 1部提出すること。 

・以下について、（ハ）で１分冊、（ト）で１分冊、（イ）･（ロ）･（ニ）･（ホ）・（へ）で１分冊と

し、袋とじ状正本 1部、副本（簡易なバインダー綴）15部とし、各書類の右上等所定の欄に通し番

号（1/16～16/16）を記載すること（正本は 1/16 とする）。また、背表紙にも提案書名、通し番号、

登録受付番号を記載すること。※（ト）は正本 1部のみとする。 

（イ） 事業計画に係る提案書（様式 16～18、21、22）…表紙を除き最大 6枚まで（様式 18に

添付する「金融機関の関心表明書の写し」は枚数に含まない） 

（ロ） 施設整備計画に係る提案書（様式 23～30）…表紙を除き最大 15枚まで 

（ハ） 施設整備計画に係る提案書（図面集）（様式 31～42）…各様式の枚数制限に従うこと 

（ニ） 維持管理計画に係る提案書（様式 43～45）…表紙を除き最大 3枚まで 

（ホ） 附帯的事業に係る提案書（様式 46～50）…表紙を除き最大 8枚まで 

（ヘ） ワーク・ライフ・バランス等、賃上げの推進に関する事項（様式 51～52） 

（ト） 有価証券報告書等 

・上記（イ）～（ト）については、以降に特段の記載のない限り、Microsoft Word を使用して作成

（読み書き可能なもの）し、その情報が保存されている CD-R 又は DVD-R のいずれかの電磁的記録媒

体を 1 部提出すること(様式 19 及び 20 は別途提出とし、除く)。当該電磁的記録媒体には、登録受

付番号、保存されている書類名称及び様式番号を明記すること。 

・入札提出書類の作成に当たっては、文字の大きさ、文字数、着色の有無について制限はないが、

見やすさに配慮し、必要に応じて数値目標・図表等を適宜活用して分かりやすい表現とすること。 

・使用する用紙は、Ａ４片面（図面集はＡ３片面）とし、上下左右に 15ｍｍ以上の余白を設けるこ

と。用紙サイズは厳守すること。 

・補足資料を添付する場合には、必要最小限の量にすること。 
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ロ 事業計画に係る提案書 

様式 16 の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左横綴じにより提出する。なお、長期収支計画（様式 19）

及び算出根拠（長期収支計画）（様式 20）は、Microsoft Excel を使用して作成し、その情報が保存

されている CD-R 又は DVD-R のいずれかの電磁的記録媒体を入札書（様式 14）及び長期収支計画（様

式 19）並びに算出根拠（長期収支計画）（様式 20）とともに、任意の封筒に入れ封印し、1部提出す

ること。当該電磁的記録媒体には、登録受付番号、保存されている書類名称及び様式番号を明記す

ること。 

（イ）事業スケジュール 

様式 17 に従い、本件入札説明書の事業スケジュールを踏まえ、事業契約締結から維持管理期間

終了までの具体的なスケジュールを記載すること。 

（ロ）資金調達方法 

様式 18 に従い、事業費総額に対する借入金・出資金の構成と借入金・出資金の調達源、調達額、

調達条件(金利等)を記載する。 

また、借入を行う場合は、事業者の長期借入金について想定している金融機関の関心表明書（貸

出人・借入人・貸出額・貸出日・融資期間・返済方法・適用金利を記載）の写しを添付すること。 

（ハ）長期収支計画 

次の点に留意し、様式 19に従い作成する。 

○ 本事業に関する部分の長期収支計画として、損益計算書及びキャッシュフロー表を作成する。 

○ 維持管理業務費は様式 20で積算した金額と整合させる。なお、消費税及び物価変動率を除い

た金額を記載する。 

○ 各年度は 4月から翌年 3月までとする。 

○ 他の様式の記載事項と関連のある数値については整合させる。 

（ニ）算出根拠 

様式 20 に従い、売上高、支出等については次の点に留意し作成する。 

○ 長期収支計画表の前提となる売上高の金額、算定根拠を作成する。 

○ 金額は事業期間全体の額を記入する。なお、消費税及び物価変動率を除いた金額を記入する。 

○ 設定条件は算定した金額の根拠（例：人件費単価○円×数量×年数 等）を記載する。 

○ 支払利息の備考欄には支払金利とその内訳となる基準金利及びスプレッドを明記する。 

○ 他の様式の記載事項と関連のある数値については整合させる。 

（ホ）資金調達計画に関する提案 

様式 21 に従い、本事業の内容や期間、支払等の条件を踏まえて、「安定性やコストへの配慮」

について具体的な考え方を記載すること。 

（ヘ）リスクへの対応に関する提案 

様式 22 に従い、「事業継続に影響を及ぼすリスクへの対応体制、管理方法、顕在化時の対応方

法」について具体的な考え方を記載すること。 

 

ハ 施設整備計画に係る提案書 

様式 23 の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左横綴じにより提出する。 

（イ）施設計画等に関する提案 

様式 24 に従い、施設計画等に関する事項について記載すること。 

（ロ）配置計画、周辺環境への配慮に関する提案 
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様式 25 に従い、「デザイン性」「周辺に与える影響の低減」「地域に開かれた外構空間」「緑化計画」

について、具体的な考え方を記載すること。 

（ハ）住戸計画に関する提案 

様式 26 に従い、「住戸の機能性」「住戸の安全性」「室内環境性」について、具体的な考え方を

記載すること。 

（ニ）住棟、附帯施設等の共用部の計画に関する提案 

様式 27 に従い、「利便性、快適性」「バリアフリー、ユニバーサルデザイン」「交流の促進」「防

災性」「防犯性、日常安全性」について、具体的な考え方を記載すること。 

（ホ）環境負荷低減に関する提案 

様式 28 に従い、「負荷の抑制」「エネルギー使用量の削減」「自然エネルギーの活用」「環境対策」

「環境性能」「木材利用の促進」について、具体的な考え方を記載すること。 

（へ）経済性に関する提案 

様式 29 に従い、「フレキシビリティ」「保全性（作業性、更新性）」「ライフサイクルコストの低

減」について、具体的な考え方を記載すること。 

（ト）施工計画に関する提案 

様式 30 に従い、「品質確保」「施工工程、工法」「安全確保、周辺環境保全」について、具体的

な考え方を記載すること。 

 

ニ 施設整備計画に係る提案書（図面集） 

様式 31 の提案書表紙を付け、Ａ３横長左横綴じにより提出する。用紙サイズは厳守すること。な

お、計画概要（様式 32）、面積表（様式 40）及び仕上表（様式 41）以外の電子データについては、

Adobe PDF 形式にて作成することを可とする。 

（イ）計画概要 

様式 32 により敷地概要、建設概要、住棟、住戸数、共用施設、電気設備概要、機械設備概要、    

昇降機概要、その他特記事項を記載し、作成すること。 

（ロ）配置計画 

様式 33 によりスケール１／５００程度で作成すること。 

建物、駐車場、自転車置場、道路、その他工作物等の提案主旨を簡記する。 

（ハ）鳥瞰図 

様式 34 により、南側及び東側の２方向からの視点で、各視点１枚ずつ作成すること。 

（ニ）平面図 

様式 35 によりスケール１／３００～１／５００程度で作成すること。 

（ホ）立面図 

様式 36 によりスケール１／３００～１／５００程度で作成すること。 

（ヘ）断面図 

様式 37 によりスケール１／３００～１／５００程度で作成すること。 

（ト）各住戸平面図 

様式 38 によりスケール１／１００で作成すること。 

また作成する際には住戸タイプ毎に次に記述する項目（単位）について、図面内に数値を必ず

記入すること。 
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（チ）外構・緑化計画 

様式 39 によりスケール１／５００程度で作成すること。 

なお、緑化計画等の提案主旨を簡記すること。 

また、既存樹木存置リストを記載すること。 

（リ）面積表  

様式 40 により作成すること。 

（ヌ）仕上表  

様式 41 により作成すること。 

（ル）日影図  

様式 42 により、「GL+４ｍ」、「最下階の掃きだし窓面の下端の高さ」と「GL+0ｍ」における等時

間・時刻日影図を各 1枚（計 3枚）作成すること。 

 

ホ 維持管理計画に係る提案書 

様式 43 の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左横綴じにより提出する。 

（イ）維持管理業務提案の妥当性 

様式 44に従い、「コスト縮減の工夫（共益費、維持管理費の縮減）」「居住者のコミュニケーショ

ンの充実」「災害の発生に備えた危機管理体制や予防点検」について具体的に記述すること。 

（ロ）保守点検業務提案の妥当性 

様式 45 に従い、「コスト縮減の工夫（共益費、維持管理費の縮減）」について具体的に記述するこ

と。 

No. 項目 単位 

1 バルコニー幅及び奥行、面積 mm、㎡ 

2 流し台、コンロ台の幅 mm 

3 サッシ幅、高さの最大寸法 mm 

4 各個室面積、短辺方向長さ ㎡、mm 

5 台所等（Ｋ、Ｄ、ＤＫ、ＬＤ、ＬＤＫ）の面積 ㎡ 

6 浴室ユニットのサイズ 例 1216 

7 便所の内法寸法 mm 

8 洗面化粧台の幅 mm 

9 玄関収納（幅、奥行及び高さ） mm 

10 ホールを含む玄関広さ（Ｗ×Ｌ） mm 

11 住戸内廊下幅員（面芯寸法） mm 

12 洋室の物入（幅及び奥行） mm 

13 和室の押入（幅及び奥行） mm 

14 玄関ホール、廊下から使用できる共有物入の短辺寸法 mm 

15 収納率（床面積に対する収納総量） ％ 

16 共用廊下幅員（玄関扉を 90 度開放した場合） mm 
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ヘ 附帯的事業に係る提案書 

様式 46 の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左横綴じにより提出する。なお、附帯的事業に係る長期収

支計画（様式 47）及び算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画）（様式 48）は、Microsoft Excel）

を使用して作成すること。 

（イ）附帯的事業に係る長期収支計画 

様式 47 に従い作成すること。 

（ロ）算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画） 

様式 48 に従い作成すること。 

（ハ）事業内容に関する提案 

様式 49 に従い、「本事業との適合、周辺地域・入居者のニーズ、周辺地区への環境配慮」につ

いて具体的に記述すること。 

（ニ）事業計画に関する提案 

様式 50 に従い、「事業の採算性確保、事業の安定性確保、公務員宿舎とのリスクの分離」につ

いて具体的に記述すること。 

ト ワーク・ライフ・バランス等、賃上げの推進に関する提出書類 

（イ）様式 51に従い、ワーク・ライフ・バランス等の推進に係る認定状況について、資料を提出する

こと。 

（ロ）様式 52に従い、従業員への賃金引上げ計画の表明書について、資料を提出すること。 
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【様式 1-1】現地見学会参加申込書 
令和  年  月  日 

 

関東財務局 

管財第１部 (第 1)統括国有財産管理官 御中 

 

「公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業」に係る現地見学会への参加を申し込みます。 

なお、参加に当たっては、提出要領の「２．立入条件、３．注意事項」を遵守します。 

 

 

会社名 

 

 

 

所在地 

 

 

 

 所属 担当者名 

 

 

 

 電話 

 

 

 

 電子メール 

 

 

 

 

 

所属・参加者名 

 

 

 

 

 

所属・参加者名 

業種区分 

 

 

 

 

以上   名 

 

競争参加資格等級 ●等級 

  

 

「現地見学会参加申込書（様式１-１）」提出要領 

 

１．参加資格等 

（１）入札説明書４．－⑴－ハ．に定める資格等要件を満たしている事業者 

  ① 設計に当たる者は、令和 7･8 年度財務省関東地区競争参加資格審査において、業種区分が「建築士

事務所」の「Ａ」等級に格付けされている者であること。 

② 建設に当たる者が１者の場合は、令和 7･8 年度財務省関東地区競争参加資格審査において業種区分
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が「建築一式工事」の「Ａ」等級に格付けされている者であること。 

２者又は３者の場合、内１者は同業種区分が「建築一式工事」の「Ａ」等級に格付けされている者

であること。 

  ③ 工事監理に当たる者は、令和 7･8 年度財務省関東地区競争参加資格審査において、業種区分が「建

築士事務所」の「Ａ」等級に格付けされている者であること。 

  ④ 維持管理に当たる者は、令和 7･8･9 年度一般競争（指名競争）入札参加資格（全省庁統一資格）審

査において、資格の種類が「役務の提供等」、競争参加地域が「関東・甲信越」、営業品目が「建物管

理等各種保守管理」の「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされている者であること。 

（２）その他 

  ① 現地見学会への参加は、１社３名までとします。 

  ② 当日、本人確認をさせていただきますので、身分証明書等を必ずご持参下さい。 

 

２．立入条件 

（１） 立入後は職員の指示に従うこと。 

（２） 本事業用地以外は立入をしないこと。 

（３） 火気に十分注意すること。 

（４） 国有財産をき損する等損害を与える行為があった場合は理由の如何を問わず損害賠償の責を負うこ

と。 

 

３．注意事項 

（１） 参加者が変更となる場合には、速やかに連絡すること。 

（２） 職員が身分証明書等の提示を求めた場合は応じること。 

（３） 国有地内での一切の人身事故及び物損については、国は責任を負いません。 

 

４．参加の方法 

上記１．の要件を満たす事業者を対象とし、かつ２．立入条件、３．注意事項を遵守することを前提と

して、申込書（様式１-１）に必要事項を記入し下記５．の方法で提出すること。 

  なお、申込に当たっては、等級決定通知書の写しを添付すること。 

 

５．申込書提出方法 

以下宛先に郵送、又は記載のメールアドレス宛に送付を行うこと。 

 

＜宛先＞ 
財務省関東財務局管財第１部(第 1)統括国有財産管理官 

 〒330－9716 埼玉県さいたま市中央区新都心１－１さいたま新都心合同庁舎１号館 

電話:048-600-1207 

メールアドレス：kensetsukeikaku@kt.lfb-mof.go.jp 
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【様式 1-2】入札説明書等に関する質問書 
令和  年  月  日 

 

「公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業入札説明書等」について、以下のとおり質問を提出します。 

 

会社名   

部署   

質問者氏名   

住所   

電話番号   

電子メール   

         

ＮＯ 資料名 タイトル 
該当箇所 

質問 
頁 項 

1 
（記入例） 

入札説明書 
○○○について 1 １． (1) イ． （イ）   

2 
事 業 契 約 書

（案） 
×××について １ １． (1)       

3 様式集 △△△について １           

4                 

5                 

 

※１：該当箇所の記入に当たっては、数値、記号は半角文字で記入してください。 

※２：行が不足する場合は適宜追加してください。 

※３：それぞれの資料ごとに当該個所の順に記入してください。 

※４：行の高さ以外の書式は変更しないで下さい。 
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「入札説明書等に関する質問書（様式１-2）」提出要領 

  

１．質問の方法 

質問内容を簡潔にまとめ、質問書（様式１-2）に記入し提出すること。 

 

２．提出方法 

次のいずれかの方法により提出すること。 

① CD-R 又は DVD-R のいずれかの電磁的記録媒体により持参又は郵送（受付期間内に到達すること。）。 

② 電子メールの場合は、質問書（様式１-2）を添付ファイルとし、電話にて着信を確認すること。 

 

いずれの場合も、文書（質問書を含む。）は、Microsoft Excel 又は Microsoft word により作成し、

質問書（様式１-2）の連絡先欄に回答を受ける担当窓口の部署、氏名、電話番号及び電子メールアドレス

を必ず記載すること。なお、提出された CD-R 又は DVD-R のいずれかの電磁的記録媒体は返却しない。 

 

＜宛先＞ 
財務省関東財務局管財第１部(第 1)統括国有財産管理官 

 〒330－9716 埼玉県さいたま市中央区新都心１－１さいたま新都心合同庁舎１号館 

電話:048-600-1207 

メールアドレス：kensetsukeikaku@kt.lfb-mof.go.jp 

 

本件入札説明書「４．－（３）－イ－（ニ）」に示す受付期間内（令和 7 年 7 月 28 日～8 月 28 日 17 時

00 分まで）に未着の場合は、質問がなかったものとみなす。 
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【様式 2-1】入札参加表明書 
 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

代表企業 商号又は名称：           

 所在地   ：           

 代表者名 ：            

 

 令和 7年 7月 28 日に公告された「公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業」の競争入札について、本件入札

説明書等（質問・回答を含む。）の記載内容を承諾のうえ、以下の構成員からなる           グ

ループ※１として参加することを、委任状を添えて表明します。 

 なお、以下のどの構成員も他のグループの構成員として「公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業」の競争

入札に参加しないことを誓約します。 

 

グループ構成員 

役割※２ 商号又は名称 所在地 代表者名 
委任状

※３ 

代表企業     

設計担当企業     

建設担当企業     

維持管理担当企

業 
    

工事監理担当企

業 
    

     

計  社 

 

※１：グループ名は代表企業名を用いること（例．代表企業「○○建設」→「○○建設グループ」）。 

※２：１社が複数の役割を有する場合は重複して記入すること。 

※３：委任状の添付は必須とし確認のため○印を記入すること。 

※４：代表企業については、委任状の添付欄に○印を記入する必要はありません。 
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【様式 2-2】指名停止等に関する申出書 
 

 

令和  年  月  日 

 

 

指名停止等に関する申出書 

（ 設計・建設・工事監理・維持管理 ） 

 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長  殿 

 

 

商号又は名称 

所  在  地 

代 表 者 名                  

 

 

 「公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業」の入札に当たり、当社は、各省各庁から指名停止等を受けてい

ないことを申し出ます。 

 また、本日以降に、各省各庁から指名停止等の措置を受けた場合は、直ちに指名停止等の通知書を提示す

るとともに、本入札には参加いたしません。 

 

 

 

※１：構成員すべての企業の申出書を提出すること。 

※２：（設計・建設・工事監理・維持管理）については、該当する業務すべてについて○で囲むこと。 

例：（ 設計・建設・工事監理・維持管理 ） 

※３：申出書の提出の際は、※１～※３までの文面は削除すること。 
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【様式 3】委任状 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

■構成員 

商号又は名

称 
 

所在地  

代表者名 押印又は自署 
 

 

 私は、下記の代表企業を代理人と定め、令和 7年 7月 28 日に公告された「公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整

備事業」の競争入札に係る次の権限を委任します。 
 

＜委任事項＞ 

１．上記事業に関する入札への参加表明について 

２．上記事業に関する入札への参加資格審査申請について 

３．上記事業に関する入札辞退について 

４．上記事業に関する入札及び提案について 

５．復代理人の選任について 

 

■代表企業 

商号又は名

称 
 

所在地  

代表者名  

 

※：構成員ごとに別葉とすること。 

 枚目／ 枚中 
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【様式 4】入札参加資格等要件審査申請書 
 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

代表企業 商号又は名称：           

 所在地   ：           

 代表者名印 ：            

 

 令和 7年 7月 28 日に公告された「公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業」の入札参加資格等要件の審査に

ついて下記の書類を添えて申請します。 

 なお、本件入札説明書「４．－（１）－ロ．－（イ）～（チ）」に掲げられている事項及び「４．－（１）

－ハ．－（イ）～（ヘ）」に掲げられている事項を満たしていること、並びに、この申請書及び添付書類の全

ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 

 

＜添付書類＞ 

１．グループ構成員表【様式 5-1】 

２．誓約書【様式 5-2】 

３．設計に当たる者が、令和 7･8 年度財務省関東地区競争参加資格審査において、業種区分が「建築士事

務所」の「Ａ」等級に格付けされている者であることを証する書類 

４．事業実施体制【様式６】 

５．設計実績【様式７】 

６．建設に当たる者が１者の場合は、令和 7･8 年度財務省関東地区競争参加資格審査において、業種区分

が「建築一式工事」の「Ａ」等級に格付けされている者であることを証する書類 

建設に当たる者が２者又は３者の場合は、内１者は同業種区分が「建築一式工事」の「Ａ」等級に

格付けされている者であることを証する書類 

７．建設業法に基づく建設業許可を取得している全ての構成員の経営規模等評価結果通知書の写し（最新

のもの） 

８．建設工事の施工実績【様式８】 

９．工事監理に当たる者が、令和 7･8 年度財務省関東地区競争参加資格審査において、業種区分が「建築

士事務所」の「Ａ」等級に格付けされている者であることを証する書類 

１０．工事監理実績【様式９】 

１１．維持管理に当たる者が、令和 7･8･9 年度一般競争（指名競争）入札参加資格（全省庁統一資格）審

査において、資格の種類が「役務の提供等」、競争参加地域が「関東・甲信越」、営業品目が「建物管

理等各種保守管理」の「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされている者であることを証する書類 

１２．維持管理業務実績【様式 10】 

１３．企業単体及び連結決算の貸借対照表及び損益計算書（入札参加グループが特別目的会社を設立しな

い提案を行う場合に提出） 
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【様式 5－1】グループ構成員表 
 

■代表企業 

商号又は名称  

所在地  

代表者名  

担当者 

所属  

住所  

電話  

電子メール  

 

■設計担当企業 

商号又は名称  

所在地  

代表者名  

担当者 

所属  

住所  

電話  

電子メール  

 

■建設担当企業 

商号又は名称  

所在地  

代表者名  

担当者 

所属  

住所  

電話  

電子メール  

 

■維持管理担当企業 

商号又は名称  

所在地  

代表者名  

担当者 

所属  

住所  

電話  

電子メール  
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■工事監理担当企業 

商号又は名称  

所在地  

代表者名  

担当者 

所属  

住所  

電話  

電子メール  

※：記入欄が不足する場合は適宜追加して記入すること。 

 枚目／ 枚中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 19

【様式 5-2】誓約書 
 

誓  約  書 

  □ 私 

 □ 当社 

は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は 

一切申し立てません。 

 また、貴職において必要と判断した場合に、別紙役員等名簿により提出する当方の個人情報を警察に 

提供することについて同意します。 

 

 

記 

 

１ 契約の相手方として不適当な者 

 (1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役 

員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表 

者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行 

為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

(2) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的 

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるい 

は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

 (4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき 

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 

 (1) 暴力的な要求行為を行う者 

 (2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

 (3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

 (4) 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 

 (5) その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

                     令和  年  月  日 

                            住所（又は所在地） 

                            社名及び代表者名 
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※添付資料：役員等名簿 

 

（別添） 

役員等名簿 

 

法人（個人）名：              

（注）法人の場合、本様式には、登記事項証明書に記載されている役員全員を記入してください。 

役 職 名 
（フリガナ） 

氏  名 
生 年 月 日 性別 

 

住 所 

 

（             ） Ｔ 

Ｓ    年  月  日 

Ｈ 

男 

・ 

女 

 

 
 

 

（            ） Ｔ 

Ｓ   年 月 日 

Ｈ 

男 

・ 

女 

 

 
 

 

（            ） Ｔ 

Ｓ   年 月 日 

Ｈ 

男 

・ 

女 

 

 
 

 

（            ） Ｔ 

Ｓ   年 月 日 

Ｈ 

男 

・ 

女 

 

 
 

 

（            ） Ｔ 

Ｓ   年 月 日 

Ｈ 

男 

・ 

女 

 

 
 

 

（            ） Ｔ 

Ｓ   年 月 日 

Ｈ 

男 

・ 

女 

 

 
 

 

（            ） Ｔ 

Ｓ   年 月 日 

Ｈ 

男 

・ 

女 

 

 
 

 

（            ） Ｔ 

Ｓ   年 月 日 

Ｈ 

男 

・ 

女 

 

 
 

 

（            ） Ｔ 

Ｓ   年 月 日 

Ｈ 

男 

・ 

女 

 

 
 

 

（            ） Ｔ 

Ｓ   年 月 日 

Ｈ 

男 

・ 

女 
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【様式 6】事業実施体制 
 

入札参加グループの構成員・設立する特別目的会社・金融機関等・財務省関東財務局等々、本事業に関係

する各主体それぞれの役割や相互関係が把握できるように事業実施体制を記入のこと。 

 

※：原則として本様式を１枚使用のこと。 
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【様式 7】設計実績 
 

 平成 27年度以降の設計実績（平成 27年度以降に完了したものに限る。）を記入すること。なお、設計実績は民間工事に係るものでも可とする。 

 

企業名 建物名 発注機関名 場所 構造 用途 規模 完了年月 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

0000.00 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

0000.00 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

0000.00 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

0000.00 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

0000.00 

※１：記載する設計実績は、入札説明書－４．（１）－ハ（ロ）－Ｂの（Ａ）～（Ｃ）に該当するものであること。 

※２：実績を証明できる資料（契約書の写し等）を添付すること。 

※３：原則として本様式を１枚使用のこと。 
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【様式 8】建設工事の施工実績 
 平成 27年度以降の建設実績（平成 27 年度以降に工事が完成し引渡しが済んでいるものに限る。）を記入すること。なお、施工実績は民間工事に係るものでも可とする。 

企業名 建物名 発注機関名 場所 構造 用途 規模 契約金額 時期 受注形態 

    

造 

階 

 
棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

単体 

・ 

企業体 

（  %） 

    

造 

階 

 
棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

単体 

・ 

企業体 

（  %） 

    

造 

階 

 
棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

単体 

・ 

企業体 

（  %） 

    

造 

階 

 
棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

単体 

・ 

企業体 

（  %） 

    

造 

階 

 
棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

単体 

・ 

企業体 

（  %） 

※１：記載する建設実績は、入札説明書－４．（１）－ハ（ハ）－Ｄの（Ａ）～（Ｃ）又は（Ａ）及び（Ｄ）に該当するものであること。 

※２：建設業法の許可業種による許可を有してからの営業年数を証明できる資料を添付すること。 

※３：実績を証明できる資料（契約書の写し及び工事施工の概要が分かるもの）を添付すること。 

※４：なお、共同企業体で施工したものを実績として記入する場合は、共同企業体の協定書の写しも添付すること。 

※５：原則として本様式を１枚使用のこと。 
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【様式 9】工事監理実績 
 

 平成 27 年度以降の工事監理実績（平成 27 年度以降に工事が完成し引渡しが済んでいるものに限る。）を記入すること。なお、工事監理実績は民間工事に係るもので

も可とする。 

企業名 建物名 発注機関名 場所 構造 用途 規模 契約金額 時期 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

※１：記載する工事監理実績は、入札説明書－４．（１）－ハ（ニ）－Ｂの（Ａ）～（Ｃ）に該当するものであること。 

※２：実績を証明できる資料（契約書の写し、仕様書等の写し）を添付すること。 

※３：原則として本様式を１枚使用のこと。 
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【様式 10】維持管理業務実績 
 

 令和 4年度以降の 1年以上の維持管理業務実績（完了又は継続中のものに限る。ただし、継続中の場合は本書提出時に 1年以上経過していること。）を記入すること。

なお、維持管理業務実績は民間工事の共同住宅（マンション、社宅、独身寮等）の維持管理でも可とする。 

 

企業名 建物名 発注機関名 場所 用途 規模 契約金額 時期 

     
棟 

戸 
千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

     
棟 

戸 
千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

     
棟 

戸 
千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

     
棟 

戸 
千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

     
棟 

戸 
千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

※１：実績を証明できる資料（契約書の写し、仕様書等の写し）を添付すること。 

※２：原則として本様式を１枚使用のこと。 
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【様式 11】入札辞退届 
 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

代表企業 商号又は名称：           

 所在地   ：           

 代表者名印 ：           

 令和 7 年 7月 28 日に公告された「公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業」の競争入札に、以下の構成員か

らなる          グループ※１として参加することを、委任状を添えて表明しましたが、辞退しま

す。 

 

グループ構成員 

役割※２ 商号又は名称 所在地 代表者名 

代表企業    

設計担当企業    

建設担当企業    

維持管理担当企

業 
   

工事監理担当企

業 
   

    

計  社 

 

 

※１：グループ名は代表企業名を用いること（例．代表企業「○○建設」→「○○建設グループ」）。 

※２：１社が複数の役割を有する場合は重複して記入すること。 
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【様式 12】入札提出書類の提出届 
 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

代表企業 商号又は名称：           

 所在地   ：           

 代表者名印 ：            

 

 令和 7 年 7月 28 日に公告された「公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業」の競争入札について、本件入札

説明書等（質問・回答を含む。）の記載内容を承諾のうえ、入札提出書類を提出します。 

 

グループ名           グループ 

※：グループ名は代表企業名を用いること（例．代表企業「○○建設」→「○○建設グループ」）。 

 

■代表企業 

担
当
者 

所属  

住所  

電話  

電子メール  
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【様式 13】委任状 
 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

代表企業 商号又は名称：           

 所在地   ：           

 代表者名印 ：           印 

 

 私は、下記の者を代理人と定め、令和 7 年 7月 28 日に公告された「公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業」

の競争入札に関する入札ならびに見積りの権限を委任します。 

 

■受任者 

住所  

氏名  

 

受任者自署  受任者使用印鑑  
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【様式 14】入札書 
 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

代表企業 商号又は名称：           

 所在地   ：           

 代表者名印 ：            

 代理人（自筆） ：           印 

 

 令和 7 年 7月 28 日に公告された「公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業」の競争入札について、本件入札

説明書等（質問・回答を含む。）の記載内容を承諾のうえ、入札します。 

 

事業名 公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業 

 

金額 円（税抜き） 

※：金額については、様式 19及び 20 の「国から支払われる対価」の額に一致すること。 
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【様式 15】要求水準書に関する確認書 
 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

 令和 7 年 7月 28 日に公告された「公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業」の競争入札に対する本入札提出

書類の一式は、本件入札説明書に別添された「公務員宿舎整備事業に係る設計及び建設に関する要求水準書

（標準）」「公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業に係る設計及び建設等に関する要求水準書（特記）」、及び「公

務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業維持管理業務に関する要求水準書」に規定された要求水準と同等又はそれ

以上の水準であることを誓約します。 

 

■代表企業 

商号又は名称  

所在地  

代表者名  
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通し番号   ／● 

【様式 16】事業計画提案書表紙 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 事業計画に係る提案書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 17】事業スケジュール 
 

入札説明書の事業スケジュールを踏まえ、事業契約締結から維持管理期間終了（令和 17年 9 月末）までの

具体的なスケジュールを記載のこと。 

 

※：原則として本様式を１枚使用のこと。 登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 18】資金調達方法 
種

類 

金額 

（千円） 

事業費内訳 

（千円） 
備考 

事
業
費
総
額 

      

資本金       
 

 

借入金（合計）       
 

 

その他       
 

 

 

種

類 

金額 

（千円） 

出資内訳 

（千円） 
備考 

資
本
金 

      

出資企業 ① 

（    ） 
       

出資企業 ② 

（    ） 
       

出資企業 ③ 

（    ） 
       

 

種

類 

金額 

（千円） 

借入内訳 

（千円） 
金利 

返済方

法 

返済期

間 

備考 

借
入
金 

      

金融機関 ① 

（    ） 
      

固定・変動 

  ％/年 
  

金融機関 ② 

（    ） 
      

固定・変動 

  ％/年 
  

金融機関 ③ 

（    ） 
      

固定・変動 

  ％/年 
  

 
種

類 

金額 

（千円） 
備考 

そ

の

他 

       

 登録受付番号  

※１：記入欄が不足する場合は２枚目以降に記載すること。 

※２：「備考」には交渉状況・金利の見直し時期・その他の条件等について記載のこと。 

※３：借入を行う場合は金融機関の関心表明書の写しを添付のこと。 
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通し番号   ／● 

【様式 19】長期収支計画 
【様式19】 長期収支計画

■損益計算書（単位：千円）

年度 計 R● R● R● R● R● R● R● R● R● R●

営業損益

営業収入

国から支払われる対価

設計及び建設等に係る対価

維持管理業務に係る対価

附帯的事業等に係る収入

営業費用

本事業に係る費用

設計及び建設に係る費用

維持管理業務に係る費用

附帯的事業等に係る費用

営業外損益

営業外収入

営業外費用

経常損益

課税対象額

法人税等

当期損益

累積損益

■資金計画（単位：千円）

年度 計 R● R● R● R● R● R● R● R● R● R●

資金調達

当期利益（税引後）

割賦原価

出資金

借入金

その他

資金需要

当期損失（税引後）

投資

設計費

建設費

その他

借入金返済

その他

税引後資金残高

法定準備金

法定準備金清算

内部留保金清算

配当

当期未処分金（内部留保金）

■残高・評価指標

年度 計 R● R● R● R● R● R● R● R● R● R●

残高

借入金残高

割賦元本残高

法定準備金残高

内部留保金残高

評価指標

ＤＳＣＲ（各年）

ＬＬＣＲ (割引率●％)

DSCRは下記による。　

・宿舎のみの場合： DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋借入金利）／借入金元利返済額

・合築の場合：DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋減価償却－更新投資＋借入金利）／借入元利返済額

LLCRは下記による。  

※１：可能な範囲で詳細に記載し、項目の追加・削除・変更を適宜行うこと。また附帯的事業の事業期間に応じて計画期間欄を

追加すること。 

※２：各年度は４月から翌３月までとし、消費税及び物価変動を考慮しない金額を記載する。 

※３：原則として１枚に記載すること（A3 綴じ込みとしても可）。 

※４：本様式は、Microsoft Excel を使用して作成し、その情報が保存されている CD-R 又は DVD-R のいずれかの電磁的記録媒

体を提出すること。 

※５：LLCR 算定時の割引率は様式 18 に記載した借入金利の加重平均値を使用し、割引率を記載すること。 

登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 20】算出根拠（長期収支計画） 
 

【様式20】 算出根拠（長期収支計画）

項目 見積金額（収入金額） 算出根拠 支出の前提条件 備考

国から支払われる対価＝入札価格 円

設計及び建設に係る対価 円

設計費 円

建設費 円

工事監理料 円

近隣対応・対策費 円

電波障害調査・対策費 円

公務員宿舎建設に伴う各種申請等の業務に係る費用 円

その他費用 円

特別目的会社設立費用 円

特別目的会社運営費用 円

公租公課 円

融資組成手数料 円

各種調査費用 円

その他 円

支払利息 円

維持管理業務に係る対価（維持管理期間の合計） 円

維持管理業務（一般管理）に係る費用 円

昇降機保守点検業務に係る費用 円

消防用設備等保守点検業務に係る費用 円

給水設備保守点検業務に係る費用 円

自家用工作物を設置する場合の当該施設保守点検業務に係る費用 円

附帯的事業関連 円

円

※１：可能な範囲で詳細に記載し、項目の追加・削除・変更は適宜行うこと。 

※２：「算出根拠」には、算出した金額の根拠（例．人件費単価○円×数量 等）を記入し、「収支の前提条件」には、収支計画

の前提条件（事業計画を作成するに当たっての収入・支出の考え方など）を記載すること。 

※３：支払利息の備考欄には支払金利とその内訳となる基準金利及びスプレッドを明記すること。 

※４：本様式は、Microsoft Excel を使用して作成し、その情報が保存されている CD-R 又は DVD-R のいずれかの電磁的記録媒

体を提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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【様式 21】資金調達計画に関する提案 
 

本事業の内容や期間、支払等の条件を踏まえて、安定性やコストなどの観点から工夫・検討された資金調

達計画について、具体的な考え方を記載のこと。 

 

 登録受付番号  

   

通し番号   ／● 
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【様式 22】リスクへの対応に関する提案 
 

事業の継続に重大な影響を与える可能性のあるリスクに対する分担体制や管理方法、リスク顕在化時の対

応方法について、具体的な考え方を記載のこと。 

 

 登録受付番号  

 

 

通し番号   ／● 
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通し番号   ／● 

【様式 23】施設整備計画提案書表紙 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 施設整備計画に係る提案書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録受付番号  
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【様式 24】施設計画等に関する提案 

No. 項目 数値  No. 項目 数値 

1 

法定容積率等の利用率 

（建設予定地における建築物の延べ面積(公務員宿舎との合築又は堅

固な建物等の設置による附帯的事業に供する部分の床面積を含む)の

敷地面積に対する割合を元に算出した法定容積率等の利用率）） 

 

36 高齢者等配慮対策等級（共有部分） 等級

37 手摺の形状（手摺子、パネル型及びその他）の使用場所 
手摺子：   パネル： 

その他：

38 共用玄関出入口扉から各住戸までの水平歩行距離 最長部     ｍ

2 

ｂタイプ 

住戸面積 最大   ㎡ 最小   ㎡ 39 共用廊下の有効幅員（片廊下） ㎜

3 住戸数    戸 40 共用廊下の有効幅員（中廊下） ㎜

4 住戸間口   ｍ 41 主要室（居間・食事室・洋室）の天井高さ ㎜

5 バルコニー幅×奥行 ｍ ×    ｍ 42 出入口高さ（床面からドア上枠の下端までの有効内法寸法） ㎜

6 バルコニー面積   ㎡
 

43 掃き出しサッシの高さ ㎜

7 住戸の全有効採光面積と各居室の合計床面積との割合 ％ 44 重量床衝撃音対策等級 等級

8 サッシ幅（最大部） ｍ 45 軽量床衝撃音対策等級 等級

9 サッシ高さ（最大部） ｍ 46 透過損失等級（界壁） 等級

10 住戸面積に対する収納率 ％ 47 透過損失等級（外壁開口部） 等級

11 

ｃタイプ 

住戸面積 最大   ㎡ 最小   ㎡ 48 玄関ドアの遮音等級 等級

12 住戸数    戸 49 耐震等級（構造躯体の倒壊等防止） 等級

13 住戸間口   ｍ 50 耐震等級（構造躯体の損傷防止） 等級

14 バルコニー幅×奥行 ｍ ×    ｍ 51 耐風等級（構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止） 等級

15 バルコニー面積   ㎡ 52 耐積雪等級（構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止） 等級

16 住戸の全有効採光面積と各居室の合計床面積との割合 ％ 53 劣化対策等級（構造躯体等） 等級

17 サッシ幅（最大部） ｍ 54 維持管理対策等級（専用配管） 等級

18 サッシ高さ（最大部） ｍ 55 維持管理対策等級（共用配管） 等級

19 住戸面積に対する収納率 ％  56 共用倉庫 箇所  延  ㎡

20 建ぺい率／容積率 ％／    ％ 57 宅配ボックスのボックス数 個

21 駐車可能台数 （平面駐車場 ）      台 58 太陽光発電設備システムの容量 kW

22 住戸数に対する駐車台数の比率 ％ 59 集会場 箇所  延  ㎡

23 身障者用駐車台数 台 60 管理人事務室 箇所  延  ㎡

24 駐輪台数 台 61 外皮平均熱貫流率（UA 値） W/㎡ｋ

25 バイク置場台数 台 62 一次エネルギー消費量（BEI 値） 

26 
棟別のエレベーター台数・エレベーター1 台当たりの住戸数 

（普通・福祉型別） 
 棟  台( 人乗)  戸/台

  棟  台( 人乗)  戸/台

   

   

27 棟別のエレベーターの「5 分間輸送能力」及び「平均運転間隔」 
％      秒 

％      秒 

   

   

28 エレベーター速度 ｍ／sec.    

29 指導要綱に基づく廃棄物保管場所、資源保管場所、粗大ゴミ集積所 

廃棄物保管場所 箇所 延  ㎡ 

資源保管場所  箇所 延  ㎡ 

粗大ゴミ集積所 箇所 延  ㎡ 

   

   

   

30 グリーン購入法特定調達品目数 品目   

31 各要綱に基づく防火水槽の容量 ｔ   

32 各要綱に基づく防災倉庫 箇所  延  ㎡   

33 緑化面積    

34 条例に基づく必要緑化面積 
計算式＝

㎡
   

35 広場面積（全体） ㎡   

 
※１：No.26「棟別のエレベーター台数・エレベーター1 台当たりの住戸数」及び No.28「棟別のエレベーターの 5 分間輸送能力及び平均運転間隔」については、提案している棟数に応じて記入すること。 

※２：No.32「グリーン購入法特定調達品目数」の採用想定品目については、任意の様式によりリストを提出するものとする。 

                                                                                    

                                                                                                          

通し番号   ／● 

登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 25】配置計画、周辺環境への配慮に関する提案 
 

「デザイン性」「周辺に与える影響の低減」「地域に開かれた外構空間」「緑化計画」について、具体的な考

え方を記載すること。 

 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 26】住戸計画に関する提案 
 

「住戸の機能性」「住戸の安全性」「室内環境性」について、具体的な考え方を記載すること。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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【様式 27】住棟、附帯施設等の共用部の計画に関する提案 
 

「利便性、快適性」「バリアフリー、ユニバーサルデザイン」「交流の促進」「防災性」「防犯性、日常安全

性」について、具体的な考え方を記載すること。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  

  

通し番号   ／● 



 43

通し番号   ／● 

【様式 28】環境負荷低減に関する提案 
 

「負荷の抑制」「エネルギー使用量の削減」「自然エネルギーの活用」「環境対策」「「環境性能」「木材利用

の促進」について、具体的な考え方を記載すること。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 29】経済性に関する提案 
 

「フレキシビリティ」「保全性（作業性、更新性）」「ライフサイクルコストの低減」について、具体的な考

え方を記載すること。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 30】施工計画に関する提案 
 

「品質確保」「施工工程、工法」「安全確保、周辺環境保全」について、具体的な考え方を記載のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 31】施設整備計画提案書（図面集）表紙 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 施設整備計画に係る提案書（図面集） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 32】計画概要 

 

 

※：原則として本様式を１枚使用のこと。 登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 33】配置計画（１／    ） 
 

 

※１：原則として本様式を１枚使用のこと。 登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 34】鳥瞰図 
 

 

※：南側及び東側の２方向からの視点で作成し、本様式各１枚（計２枚）を使用のこと。 登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 35】平面図（１／    ） 
 

 

※１：原則として本様式を１枚使用のこと。 登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 36】立面図（１／    ） 
 

 

※１：原則として本様式を１枚使用のこと。 登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 37】断面図（１／    ）：斜線検討も記載すること。 
 

 

※：原則として本様式を１枚使用のこと。 登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 38】各住戸平面図（１／１００） 
 

 

※１：原則として本様式を１枚使用のこと。 

※２：様式集「２－（２）－ニ－（ト）」で要求された設備の機能について、数値で記入すること。 

※３：専用面積、収納率の算定根拠表を併記すること。 

登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 39】外構・緑化計画（１／    ） 
 

 

※１：原則として本様式を１枚使用のこと。 

※２：防犯計画（セキュリティーライン）を図示すること。 
登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 40】面積表 
 

 

※１：原則として本様式を１枚使用のこと。 登録受付番号  

※２：建築面積、容積対象面積、容積対象外面積、延床面積及び専有面積（住戸）、共用面積が分かるようにすること。  
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通し番号   ／● 

【様式 41】仕上表 
 

 

※１：原則として本様式を１枚使用のこと。 

※２：外部仕上表及び内部仕上表とし、内部仕上げは専用部分と共用部分に分けて作成すること。駐輪場、駐車場、集会場、管理人事務室、その他の建物及び舗装等の仕上表も作成すること。 

※３：内外部仕上表にはバリアフリー化等に配慮した場合に備考欄に記載する。 

登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 42】日影図（等時間日影・時刻日影） 
 

 

※１：様式 42 により、「GL+４ｍ」、「最下階の掃きだし窓面の下端の高さ」と「GL+0ｍ」における等時間・時刻日影図を各 1枚（計 3枚）作成すること。 登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 43】維持管理計画提案書表紙 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 維持管理計画に係る提案書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 44】維持管理業務提案の妥当性 
 

空き住宅等の維持管理業務、集会場等の管理業務、防火管理等の業務、居住者等への応接業務、退去時の

原状回復及び修繕関連業務についての具体的な方法（体制・業務プロセス）、適切な管理をした上で、コス

ト縮減のための工夫やコストアップを伴わないサービスレベル向上について（共益費、維持管理費の縮減）、

居住者のコミュニケーションの充実に関する活動及び本事業終了後の当該活動の継続（自治会との連携）、

災害の発生に備えた危機管理体制（事前、発生時及び事後）及び災害発生時の臨時点検や予防点検の実施

について、具体的な考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 45】保守点検業務提案の妥当性 
 

昇降機、消防設備、給水設備等の保守点検や監視業務についての具体的な方法（体制・業務プロセス）、適

切な管理をした上で、コスト縮減のための工夫やコストアップを伴わないサービスレベル向上（共益費、

維持管理費の縮減）について具体的な考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 46】附帯的事業提案書表紙 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５． 附帯的事業に係る提案書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 47】附帯的事業に係る長期収支計画 
年度 計 R● R● R● R● R● R● R● R● R● R●

営業損益

営業収入

営業費用

営業外損益

営業外収入

営業外費用

経常損益

課税対象額

法人税等

当期損益

累積損益

■資金計画（単位：千円）

年度 計 R● R● R● R● R● R● R● R● R● R●

資金調達

当期利益（税引後）

その他

資金需要

当期損失（税引後）

投資

借入金返済

その他

税引後資金残高

法定準備金

法定準備金清算

内部留保金清算

配当

当期未処分金（内部留保金）

■残高・評価指標

年度 計 R● R● R● R● R● R● R● R● R● R●

残高

借入金残高

法定準備金残高

内部留保金残高

評価指標

ＤＳＣＲ（各年）

ＬＬＣＲ (割引率●％)

DSCRは下記による。　

・宿舎のみの場合： DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋借入金利）／借入金元利返済額

・合築の場合：DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋減価償却－更新投資＋借入金利）／借入元利返済額

LLCRは下記による。  

※１：可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更を適宜行うこと。また附帯的事業の事業期間に応じて計画期間欄を

追加すること。 

※２：国に対して支払う貸付料・使用料は必ず独立した項目として記載すること。 

※３：原則として１枚に記載すること（A3 綴じ込みとしても可）。 

※４：本様式は、Microsoft Excel を使用して作成すること。 

※５：LLCR 算定時の割引率は様式 18 に記載した借入金利の加重平均値を使用し、割引率を記載すること。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 48】算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画） 
【様式49】 算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画）

項目 見積金額（収入金額） 算出根拠 収支の前提条件 備考

運営収入 円

円

設計・建設費 円

設計費 円

円

建設費 円

円

運営費 円

円

維持管理費（維持管理期間の合計） 円

円

その他費用 円

円

 

※１：可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更は適宜行うこと。 

※２：「収支の前提条件」には、収支計画の前提条件（附帯的事業に係る事業計画を作成するに当たっての収入・支出の考え方

など）を記入すること。 

※３：本様式は、Microsoft Excel を使用して作成すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 49】事業内容に関する提案 
 

「事業の適切性」、「ニーズへの適合」などについて、具体的な考え方を記載のこと。 

 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 50】事業計画に関する提案 
 

「採算性、安定性、本事業とのリスクの分離」について、具体的な考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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通し番号   ／● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６． ワーク・ライフ・バランス等、賃上げの推進に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録受付番号  
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通し番号   ／● 

【様式 51】ワーク・ライフ・バランス等の促進に係る認定状況 

事業名：公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業 

住 所  

会社名 

代表者役職 

氏 名 
 

認定の有無について、該当する□を■とすること。 

複数の認定等を受けている場合は、最も配点が高い区分による(※1) 

区分 1：女性活躍推進法に基づく

認定（えるぼし/プラチナえるぼし

認定企業）等 

プラチナえるぼし(※2) □有／□無 

3 段階目(※3) □有／□無 

2 段階目(※3) □有／□無 

1 段階目(※3) □有／□無 

行動計画(※4) □有／□無 

区分 2：次世代法に基づく認定（く

るみん/トライくるみん/プラチナ

くるみん認定企業）等 

プラチナくるみん(※5) □有／□無 

くるみん（令和 7 年 4 月 1 日

以後の基準）（※6） 
□有／□無 

くるみん（令和 4 年 4 月 1 日

～令和7年3月31日までの基

準）（※7） 

□有／□無 

トライくるみん（令和 7 年 4

月 1日以後の基準）（※8） 
□有／□無 

くるみん（平成 29 年 4月 1 日

～令和4年3月31日までの基

準）（※9） 

□有／□無 

トライくるみん（令和 4 年 4

月 1日～令和7年 3月 31日ま

での基準）（※10） 

□有／□無 

くるみん（平成 29 年 3 月 31

日までの基準）（※11） 
□有／□無 

行動計画（令和 7 年 4 月 1 日

以後の基準）（※4、※12） 
□有／□無 

区分 3：若者雇用促進法に基づく認定（ﾕｰｽｴｰﾙ認定企業） □有／□無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 登録受付番号  
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※１ 複数の認定等に該当する場合は、最も配点が高い区分により加点を行う。 
（例：「えるぼし認定３段階目」の認定を受け、かつ「くるみん（令和４年４月１日以降の基準）」の

認定を受けている企業の場合は配点が高い４点分を加算） 
※２ 女性活躍推進法第 12 条の規定に基づく認定 
※３ 女性活躍推進法第９条の規定に基づく認定 
なお、労働時間等の働き方に係る基準は満たすことが必要。 
※４ 常時雇用する労働者の数が 100 人以下の事業主に限る（計画期間が満了していない行動計画を策

定している場合のみ）。 
※５ 次世代法第 15 条の２の規定に基づく認定 
※６ 次世代法第 13 条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進法施行規則の一部を改正す

る省令（令和６年厚生労働省令第 146 号。以下「令和６年改正省令」という。）による改正後の次
世代育成支援対策推進法施行規則（以下「新施行規則」という。）第４条第１項第１号及び第２号
に掲げる基準による認定 

※７ 次世代法第 13 条の規定に基づく認定のうち、令和６年改正省令による改正前の次世代育成支援対
策推進法施行規則第４条第１項第１号及び第２号又は令和６年改正省令附則第２条第２項の規定に
よりなお従前の例によることとされた令和６年改正省令による改正前の次世代育成支援対策推進法
施行規則第４条第１項第１号及び第２号に掲げる基準による認定（ただし、※９及び※11 の認定を
除く。） 

※８ 次世代法第 13 条の規定に基づく認定のうち、新施行規則第４条第１項第３号及び第４号に掲げる
基準による認定 

※９ 次世代法第 13 条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進法施行規則の一部を改正す
る省令（令和３年厚生労働省令第 185 号。以下「令和３年改正省令」という。）による改正前の次
世代育成支援対策推進法施行規則第４条又は令和３年改正省令附則第２条第２項の規定によりなお
従前の例によることとされた令和３年改正省令による改正前の次世代育成支援対策推進法施行規則
第４条に掲げる基準による認定（ただし、※11 の認定を除く。） 

※10 次世代法第 13 条の規定に基づく認定のうち、令和６年改正省令による改正前の次世代育成支援対
策推進法施行規則第４条第１項第３号及び第４号又は令和６年改正省令附則第２条第２項の規定に
よりなお従前の例によることとされた令和６年改正省令による改正前の次世代育成支援対策推進法
施行規則第４条第１項第３号及び第４号に掲げる基準による認定 

※11 次世代法第 13 条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進法施行規則等の一部を改正
する省令（平成 29 年厚生労働省令第 31号。以下「平成 29 年改正省令」という。）による改正前
の次世代育成支援対策推進法施行規則第４条又は平成 29 年改正省令附則第２条第３項の規定に掲
げる基準による認定 

※12 次世代法第 12 条の規定に基づく一般事業主行動計画のうち、育児休業、介護休業等育児又は家族
介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律（令和
６年法律第 42 号）による改正後の次世代法第 12 条第５項の規定に基づき令和７年４月１日以後に
策定又は変更を行ったもの 

※13 内閣府男女共同参画局長の認定等に相当することの確認を受けている外国法人については、相当す
る各認定等に準じて加点する。その場合、確認を受けていることを証明する資料（通知書の写し）
を添付する。 

 

（留意事項） 

１．認定等を受けていることを証明する資料（認定書等の写し）を必ず添付すること。 

２．認定が取消となった場合には速やかに届け出ること。 

３．入札参加グループの構成員の全員が、いずれかの区分の認定等を受けている場合に限り、最も高い認  

定等の区分により加点を行う。 
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通し番号   ／● 

 

【様式 52】従業員への賃金引上げ計画の表明書 
 

事業名：公務員宿舎桐ケ丘住宅（仮称）整備事業 

住 所  

会社名 

代表者役職 

氏 名 

 

区分１～４の表明の有無について、該当する□を■とすること。（※1） 

区分１：大企業 

令和７年４月以降に開始する入札者の事業年度において、対前年度比 

で「給与等受給者一人当たりの平均受給額」を３％以上増加させる旨を

従業員に表明 

□有／□無 

区分２：大企業 

令和７年以降の暦年において、対前年比で「給与等受給者一人当たり

の平均受給額」を３％以上増加させる旨を従業員に表明 

□有／□無 

区分３：中小企業等 

令和７年４月以降に開始する入札者の事業年度において、対前年度比

で「給与総額」を１．５％以上増加させる旨を従業員に表明 

□有／□無 

区分４：中小企業等 

令和７年以降の暦年において、対前年比で「給与総額」を１．５％以

上増加させる旨を従業員に表明 

□有／□無 

※1：中小企業等は法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）第 66 条第 2項、第 3 項及び第 6項に規定さ 
  れる、資本金等の額等が 1億円以下であるもの又は資本等を有しない普通法人等 
※2：区分１から４の何れかの表明が■有の場合は、技術資料４別添に留意のうえ、従業員への賃 

金引上げ計画の表明書を添付する（表明が■無の場合は、添付を要しない）。 
   また、中小企業等の場合は、本表明書と併せて直近の事業年度の「法人税申告書別表１」の写し

を添付する。 
※3：入札参加グループの構成員の全員が賃上げを表明している場合に加点を行う。 
 
 

 

 

 

 

 

 

登録受付番号  
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（留意事項） 

１．事業年度により賃上げを表明し、落札者となった場合には、当該事業年度における「法人事業概況説

明書」の作成後、速やかに契約担当官等に提出すること。 

  なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似の書類（事業

活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出すること。 

２．暦年により賃上げを表明し、落札者となった場合においては、「給与所得の源泉徴収票等の法定調書

合計表」を当該年の同表を作成後速やかに契約担当官等に提出すること。 

３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合又は上記確認書類を提

出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式による入札に参加する場合、技術評価

点について所定の点数（本取組により加点する割合よりも大きな割合）を減点するものとする。 

４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われる調達に参加す

る場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が異なること

となるため、減点措置開始時に当該事由を確認した契約担当官等により適宜の方法で通知するものと

する。 
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（区分１：大企業用） 

 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 

 

 

当社は、令和 年度（令和  年  月  日から令和  年  月  日までの当社事業年度）に

おいて、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度増加率  ％以上とすることを 

□ 表明いたします。 

（※） 

□ 従業員と合意したことを表明いたします。 

 

令和 年  月  日 

 

 

住 所  

会社名 

代表者役職 

氏 名                 

 

 

上記の内容について、我々従業員は、令和  年  月  日に、            という

方法によって、代表者より表明を受けました。 

 

 

 令和 年  月  日 

 

 

会 社 名 

 

  従業員代表      氏 名           印 

   

給与又は経理担当者  氏 名           印 

 

 

 

※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従業員に賃上げを表

明している場合は下段を選択する。 

 

登録受付番号  

通し番号   ／● 
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（区分２：大企業用） 

 

 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 

 

 

当社は、令和 年において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年増加率  ％以上と 

することを 

□ 表明いたします。 

（※） 

□ 従業員と合意したことを表明いたします。 

 

 

令和 年  月  日 

 

 

住 所  

会社名 

代表者役職 

氏 名                 

 

 

上記の内容について、我々従業員は、令和  年  月  日に、            という

方法によって、代表者より表明を受けました。 

 

 

 令和 年  月  日 

 

 

会 社 名       

 

  従業員代表      氏 名           印 

   

給与又は経理担当者  氏 名           印 

 

 

※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従業員に賃上げを表

明している場合は下段を選択する。 

登録受付番号  

通し番号   ／● 
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（区分３：中小企業等） 

 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 

 

 

当社は、令和 年度（令和  年  月  日から令和  年  月  日までの当社事業年度）に

おいて、給与総額を対前年度増加率  ％以上とすることを 

□ 表明いたします。 

（※） 

□ 従業員と合意したことを表明いたします。 

 

 

 

令和 年  月  日 

 

 

住 所  

会社名 

代表者役職 

氏 名                 

 

 

上記の内容について、我々従業員は、令和  年  月  日に、            という

方法によって、代表者より表明を受けました。 

 

 

 令和 年  月  日 

 

 

会 社 名 

 

  従業員代表      氏 名           印 

   

給与又は経理担当者  氏 名           印 

 

 

※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従業員に賃上げを表

明している場合は下段を選択する。 

 

通し番号   ／● 

登録受付番号  
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（区分４：中小企業等） 

 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 

 

 

当社は、令和 年において、給与総額を対前年増加率  ％以上とすることを 

□ 表明いたします。 

（※） 

□ 従業員と合意したことを表明いたします。 

 

 

令和 年  月  日 

 

 

住 所  

会社名 

代表者役職 

氏 名                 

 

 

上記の内容について、我々従業員は、令和  年  月  日に、            という

方法によって、代表者より表明を受けました。 

 

 

 令和 年  月  日 

 

 

会 社 名       

 

  従業員代表      氏 名           印 

   

給与又は経理担当者  氏 名           印 

 

 

※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従業員に賃上げを表

明している場合は下段を選択する。 

 

 

通し番号   ／● 

登録受付番号  


